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1.はじめに 

昨年の11月にドイツ・ボンで温暖化対策について話し合う「COP23」が開幕されました。会場に

は大手金融業界が傍聴しており、脱化石燃料の環境ビジネスに大きな関心を示し、世界マネーの

流れを大きく変動しようとしています。特に“エコ文明”を目指す中国は世界が大きく注目し、再生

可能エネルギーへの転換が思うように進んでいない我が国は後進国扱いされているようです。 

日本列島の農村漁村は人口の流動化、都市化現象の進捗によって過疎・過密という大

きなヒズミを招いています。国においてはこういった地方の状況を打破するために、平

成 29 年度から地域で生まれつつある成長性の高い新たな分野（環境エネルギー、バイ

オ、新素材等）に挑戦する取組みを応援する「地域未来投資促進法」が制定され、また、

自治体においては地方創生に向けた「自治体 SDGs(持続可能な開発目標)未来都市」を推

進しようとしています。 



２.今までの経緯  

隠岐の島町の木質バイオマス事業は平成

18年度からスタートしている。初めの３年間は

役場が中心となって全体構想の策定を行い、

隠岐の島町の指針となるバイオマスタウン構想

が策定された。 

平成21年度からの4年間は、バイオマス事

業の組織化を図り、平成23年に官民で構成さ

れた緑のコンビナート推進協議会を設立し、２

１世紀型即ち持続可能で、生物多様性型経済

社会への転換を求めた緑のコンビナート構想

イメージを協議会構成員で共有した。 

 

 

 

 

また、この時期にバイオマス事業の核となる 

リグノフェノール事業の実証プラントを建設し、

国内で初めてリグノフェノールの製造プロセス

を確立し、大量抽出に成功した。  

平成25年度からは、バイオマス事業の具現

化に向けて隠岐の島町がバイオマス産業都市

に認定され、国等の支援を受け研究・商品開

発に着手した。 

 平成29年度からは、木質バイオマスの事業

化に向けて、ﾍﾟﾚｯﾄ工場建設・運営、リグノフェ

ノールパイロットプラント建設、小規模発電の

検討を行おうとしている。 

 

 



3.バイオマス産業都市構想の進捗状況 

①リグノフェノール商用プラント 

木質由来のリグノフェノールは接着剤や塗

料の開発に成功し、平成28年度からは環境省

の委託事業で自動車の軽量化を目指したバイ

オプラスチックの開発に取り組んでいる。平成

30年度には大手企業との共同体で商用プラン

トの建設を検証するためのパイロットプラント建

設を予定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②木質バイオマスペレット工場 

平成30年度からﾍﾟﾚｯﾄ工場の本格稼働が始

まる。運営主体は町からの委託で林業関係の

島の木利用推進団体が行う。ペレットの市場

はこれからで、現在は公共用施設ボイラーが2

基導入されている。今後はペレットの市場拡大

を目指して小規模な発電などを検討しようとし

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③木質バイオマス発電 

平成28年度に小規模ガス化発電を木材団

地に設置し試験稼働しており、国内発の安定

稼働を目指して取り組んでいる。また、平成31

年度以降に公共施設を複合した小規模ペレッ

ト発電を検討しようとしている。この発電計画は

農業などの熱利用を考慮した地域活性化を目

的とした計画で考えている。 

 

④ごみ処理施設のメタン発酵事業 

ゴミ処理施設のメタン発酵事業については、

平成23年度から3年間小規模な装置で生ごみ

からのメタン発酵と肥料の活用について実証し

た。平成29年度にゴミ処理施設の基本構想を

検討した。  
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藤井基礎設計 

製造技術提供 

地元対応、施設運転 

パイロットプラント建設共同体 
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隠岐グリーンパワー発電所

トボイラー 

隠岐の島ペレット工場 



4.隠岐バイオマスLM法人の設立に向けて 

バイオマスを活用した次世代産業の施設群

（緑のコンビナート）が出来上がると、島内の里

山・里海を保全し、自然環境への負荷が少な

く持続可能で循環型の低炭素社会が構築され

る。今後はこの緑のコンビナートを持続させる

ための受け皿団体が必要となってくる。そこで

考えているのは地方創生型のＬＭ法人（ロー

カルマネジメント法人）の設立である。 

ＬＭ法人は協議会構成企業が中心となって

出資し、バイオマス施設の維持・運営・サポー

トを行う。また、全国からの小口出資を募って、

島内協力団体との連携による様々なサービス

（特産品、福祉、各種ツアー等）を配当として

返す方法も考えている。 

 

 

各種ツアーについては、本地域が世界ユネス 

コジオパークに認定されており、バイオマス産 

業ツアーとジオツアーを融合する事で、国内

初の新たな観光商品として世界からの誘客が

期待出る。 

離島のような過疎地域は人口減少化社会に

伴い、集落の維持機能が失われつつあるが、

こういった地域の資源を活用したＬＭ法人の設

立は島内の様々な団体や島民を巻き込むこと

で、地域が活性化し活力ある地域形成が出来

るのではないかと思っているところです。 

 

 



5.終わりに  ～未来地域を目指して～ 

隠岐の島町は平成 16 年に島後 4 町村が合併し、当時は 1 万 7 千人代の人口であったが、

現在は 1万 4千人代に落ち込み、この 10 数年で約 3千人の減少となっています。また、経

済については、島内の大型プロジェクトなどのインフラ整備もほぼ終り、当時 300 億近く

あった公共事業が現在は 70 億を割っているような状況となっています。島においては、大

変厳しい経済環境の中で従来型の公共事業依存脱却による産業構造の転換が強く求められ

ています。 

こういった状況の中で、平成 23 年度に官民 14 団体でイメージされた“緑のコンビナー

ト”は、２１世紀型即ち持続可能で、生物多様性型経済社会への転換を目的に、この 8 年

間継続して未知の取組みに挑戦しています。 

今後においては、“緑のコンビナート”が生み出す新たな環境産業と隠岐世界ジオパーク

が融合する事により、隠岐独自のエコ文化を創出し、“世界の隠岐モデル”となるような未来地域

の形成を目指してまいります。 

 

 

 


